
◎申告について

１．申告納付期限

　（1）中間（予定）申告 ･･･事業年度の開始の日から６月を経過した日から２月以内
（仮決算に基づく中間申告は、予定申告に係る税額を超えない場合に限ります。）

　（2）確　定　申　告　　･･･ 事業年度終了の日から２月以内（申告期限の延長があった場合の申告は延長の日まで）
法人県民税の均等割のみを納付する公共法人及び公益法人等にあっては４月３０日まで

　（3）修　正　申　告　　･･･ 申告した所得金額等又は税額の計算が誤っていたときは遅滞なく、
法人税について税務官署の更正又は決定を受けたときは税務官署がその通知をした日
から１月以内（期限内に修正申告をしますと過少申告加算金が徴収されません。）

２．申告書の提出先・・・・長崎振興局税務部

　※令和２年４月１日から、長崎県内全域の法人課税業務は、長崎振興局税務部に集約されました。

３．申告書の提出について

　　３枚複写になっていますので、１枚目（申告書）と２枚目（入力用）を提出してください。
　　３枚目は貴社用の控えになっています。（２枚複写の場合は入力用がありません。）
　　なお、郵送の場合で、「控え」に受付印を希望される場合は、３枚とも提出し、返信用封筒を同封してください。

４．ｅＬＴＡＸの利用について

　　※ｅＬＴＡＸを利用される際は、県の管理番号の記載をお願いします。

　　 電子申告・電子納税をぜひご利用ください

５．ダウンロードサービスの利用について

振　興　局　名 電　話　番　号 郵便番号 所  在  地 管　轄　区　域

お　  知    ら　   せ
長崎県    

  法人県民税・法人事業税及び特別法人事業税の申告及び納付につきましては、かねてから多大なるご協力を
いただき、深く感謝いたしております。
　さて、貴社の法人県民税・法人事業税及び特別法人事業税の申告納付期限が近づいておりますので、下記に
ご留意のうえ期限内に申告納付をしていただきますようお願いいたします。

※申告書を郵送される場合は、郵便物又は信書便物の通信日付印により表示された日で申告書提出の日を判定します。

長崎振興局　税務部
(095)822-3105（直）

(095)822-3101（代）
850-0033

長崎市万才町3-17
長崎振興局万才町庁舎３階 長崎県内全域

県央振興局　税務部 (0957)22-0508 854-0071
諫早市永昌東町9-26
ﾆｭｰｳｲﾝﾄﾞﾋﾞﾙ2階（諫早駅前）

　〃　 　島原出張所 (0957)62-3375 855-0043 島原市新田町347-9 ※窓口に持参の場合に限り、
申告書の受付を行っています。県北振興局　税務部 (0956)25-5031 857-0041 佐世保市木場田町3-25

五島振興局　税務課 (0959)72-1575 853-8502 五島市福江町7-1 郵送される場合や、申告内容
に関するお問い合わせは長崎

　振興局税務部へお願いします。壱岐振興局　税務課 (0920)47-1111(代) 811-5133 壱岐市郷ノ浦町本村触570

　　電子申告・電子納税の利用方法等、詳細はｅＬＴＡＸホームページをご覧ください。

   県税の申請・届出書等の様式（一部）及び外形標準課税法人・医療法人・電気供給業を行う法人の申告方法等
   については、手引きを長崎県ホームページに掲載しています。どうぞご利用ください。

（Ｒ７．４）

対馬振興局　税務課 (0920)52-1311(代) 817-8510
対馬市厳原町国分1441
対馬市役所２階

　　法人県民税・法人事業税・特別法人事業税については、eLTAXによる電子申告・申請・届出・納付ができます。

エルタックス 検索

長崎県税務課 検索



◎法人県民税について

１．納める人

２．納める額

 （１）均等割

(ｵ)資本金等の額が１千万円以下の法人（資本金等の額を有する法人）

資本金等の額が５０億円を超える法人     　　　　　　

（注）
保険業法に規定する相互会社については、資本金の額又は出資金の額がありませんので貸借対照表に計上されている総資産

の帳簿価額から総負債の帳簿価額を控除した金額を資本金の額又は出資金の額として算定します。

（２）法人税割

●税率

（３）法人県民税の非課税について

法人課税信託の引受けを行うことにより、法人税を課される個人
で県内に事務所、事業所を有するもの

法人税割額

※法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり、かつ、収益事業を行うもの（当該社団又は
　　財団で収益事業を廃止したものを含む。）又は法人課税信託の引受けを行うものは法人とみなします。

　森林環境の保全に資するため、平成19年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始する事業年度分に、『なが
さき森林環境税』として均等割の標準税率に５％相当額を加算した超過課税を実施しております。

法　人　の　区　分 年　税　額

法人等の種類 税額

県内に事務所、事業所がある法人 均等割額　＋　法人税割額

県内に事務所、事業所はないが、寮、宿泊所、クラブ等がある法人 均等割額

① (ｱ)公共法人及び公益法人等　（均等割を課すことができない法人を除く）

２１，０００ 円

(ｲ)一般社団法人及び一般財団法人　（非営利型法人を除く）

(ｳ)人格のない社団等 （法人でない社団、財団で代表者の定めがあり、かつ収益事業を行うもの）

(ｴ)資本金の額又は出資金の額を有しない法人 （保険業法に規定する相互会社を除く）

② 資本金等の額が１千万円を超え１億円以下である法人 ５２，５００ 円

③ 資本金等の額が１億円を超え１０億円以下である法人 １３６，５００ 円

 ・ 資本金等の額 ： 法人税法第２条第16号に規定する資本金等の額

 ・ 

 ・ 資本金等の額 が「資本金」と「資本準備金」の合計額を下回る場合は、「資本金」と「資本準備金」の合算額。(H27.4.1以後開始事業年度～）

④ 資本金等の額が１０億円を超え５０億円以下である法人 ５６７，０００ 円

⑤ ８４０，０００ 円

 ・ 資本金等の額 は法人事業税資本割と同じく、無償減資等による欠損填補・無償増資を行った場合は調整後の額(H27.4.1以後開始事業年度～）

 ・ 一般社団法人及び一般財団法人のうち、法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人については、（ア）の公益法人等になります。

法人税割額　＝　法人税額　×　税率

　総合交通体系及び文化・スポーツ施設等の都市基盤の整備充実を図るため、昭和60年１月１日から令和9年12
月31日までの間に終了する事業年度分に、一部の法人を除き法人税割の超過課税を実施しております。

　収益事業を行う社会福祉法人、更生保護法人又は学校法人（私立学校法第１５２条第５項の専修学校及び
各種学校を含みます。）について、地方税法施行令第７条の４ただし書きの規定により法人県民税の課税上収
益事業に含まないこととされる場合があります。詳しくは、長崎振興局税務部までお問い合わせください。

資本金
法人税額

Ｈ２６．１０．１以後
開始事業年度分

R１．１０．１以後
開始事業年度分

Ｈ２６．１０．１以後
開始事業年度分

R１．１０．１以後
開始事業年度分

Ｈ２６．１０．１以後
開始事業年度分

R１．１０．１以後
開始事業年度分

Ｈ２６．１０．１以後
開始事業年度分

R１．１０．１以後
開始事業年度分

年１，０００万円以下の法人 ３．２％ １．０％ ３．２％ １．０％
年１，０００万円超の法人 ４．０％ １．８％ ４．０％ １．８％

１　億円以下 １　億円超 相互会社
資本金（出資金）の額を有しない法人又は
法第２４条第６項で法人とみなされるもの

４．０％ １．８％ ４．０％ １．８％



◎法人事業税について

１．納める人

２．納める額

●税率

（注） 普 通 法 人 等 ： 収益事業を行う公益法人等、人格のない社団等は普通法人の税率を適用します。

特 別 法 人 ： 医療法人、協同組合等（農業協同組合、漁業協同組合、生産森林組合、信用金庫等）

　県内に事務所、事業所を設けて事業を営む法人が納めます。
　人格のない社団（青年団、ＰＴＡ、県人会等）は、収益事業又は法人課税信託（法人税法第２条第２９号の２に規定
する法人課税信託をいう。）の引受けを行う場合のみ納めます。
　また、個人で法人課税信託の引受けを行う場合も納めます。

法人事業税額　＝　所得金額または収入金額　×　税率

事 業 区 分 ： ①地方税法第72条の2第1項第1号に掲げる事業　　　　②地方税法第72条の2第1項第2号に掲げる事業

③地方税法第72条の2第1項第3号に掲げる事業　　　　④地方税法第72条の2第1項第4号に掲げる事業

軽減税率不適用法人： 3以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人のうち、資本金の額又は出資金の額が
1,000万円以上である法人。なお、令和4年4月1日以後開始事業年度より上記税率表①ウの外形標準課
税法人も該当します。

電 気 供 給 業 ： 令和2年3月31日までに開始する事業年度の電気供給業を行う全ての法人は、収入割。
令和2年4月1日以後開始事業年度分より、小売電気事業等（電気事業法第2条第1項第2号に規定する
小売電気事業（これに準ずるものとして総務省令で定めるものを含む。））を行う法人及び発電事業等（同項
第14号に規定する発電事業（これに準ずるものとして総務省令で定めるものを含む。））を行う法人、令和4
年4月1日以後終了事業年度分より、特定卸供給事業（同項第15号の3）を行う法人で、資本金1億円超の
普通法人は収入割＋付加価値割+資本割、資本金1億円以下の普通法人等は収入割＋所得割。上記以外
の法人（一般送配電事業等）は、収入割。

ガ ス 供 給 業 ： 令和4年4月1日以後開始事業年度分より、導管ガス供給業（ガス事業法第2条第5項に規定する一般　ガス
導管事業及び同条第7項に規定する特定ガス導管事業）を行う法人は収入割。
特定ガス供給業（ガス事業法第2条第10項に規定するガス製造事業者（同法第54条の2に規定する特別
一般ガス導管事業者に係る同法第38条第2項第4号の供給区域内においてガス製造事業（同法第2条第9
項に規定するガス製造事業をいう。）を行う者に限る。）が行うもの（導管ガス供給業を除く。））は、収入割＋
付加価値割＋資本割。
上記以外の法人で、資本金１億円超の普通法人は所得割＋付加価値割＋資本割、資本金1億円以下の普通
法人等は所得割。

　付加価値割

　資本割　（清算中の法人を除く）

　付加価値割

　資本割　（清算中の法人を除く）

　付加価値割

　資本割　（清算中の法人を除く）

④ 特定ガス供給業（注）を行う法人

　収入割

－ － －

０．４８

０．７７

０．３２

③

小売電気
事業等・
発電事業
等・特定
卸供給事
業（注）

ア及びイの法人
　収入割

－ －

０．７５ ０．７５
　所得割 １．８５ １．８５

ウの法人

　収入割 ０．７５ ０．７５

０．３７ ０．３７

０．１５ ０．１５

１．２

０．５ ０．５ ０．５ ０．５

②

電気供給業（小売電気事業等・発電事
業等・特定卸供給事業を除く）（注）、

ガス供給業（注）、生命・損害保険業を
行う法人

　収入割 ０．９ １．０ １．０ １．０

４．９

ウ

資本金の額又は
出資金の額が
１億円を超える

普通法人
【外形標準課税法人】

所得割

年400万円以下の所得 ０．３ ０．４ ０．４

１．０
年400万円超 年800万円以下の所得 ０．５ ０．７ ０．７
年800万円超の所得 ０．７ １．０ １．０
軽減税率不適用法人（注） ０．７ １．０ １．０

１．２ １．２ １．２

７．０ ７．０
軽減税率不適用法人（注） ６．７ ７．０ ７．０ ７．０

イ 特別法人（注） 所得割

年400万円以下の所得 ３．４ ３．５ ３．５ ３．５
年400万円超の所得 ４．６ ４．９ ４．９ ４．９
軽減税率不適用法人（注） ４．６ ４．９ ４．９

事業の区分及び法人の種類 税 率 の 区 分 （％） Ｈ２８．４．１
以後開始

事業年度分

R１．１０．１
以後開始

事業年度分

R２．４．１
以後開始

事業年度分

R４．４．１
以後開始

事業年度分

①

②、③及
び④以
外の事

業

ア 普通法人等（注） 所得割

年400万円以下の所得 ３．４ ３．５ ３．５ ３．５
年400万円超 年800万円以下の所得 ５．１ ５．３ ５．３ ５．３
年800万円超の所得 ６．７ ７．０



◎特別法人事業税について

１．適用

２．納める人

３．課税標準

４．納める額

●税率

◎課税免除等の制度について

◎そ　　の　　他

令和元年10月1日以後に開始する事業年度の申告に適用されます。
（特別法人事業税は、国税ですが、法人事業税と併せて都道府県への申告納付が必要となります。）

法人事業税（所得割・収入割）の納税義務のある法人

法人事業税額（標準税率により計算した所得割額・収入割額）

※小売電気事業等・発電事業等・特定卸供給事業は、収入割額のみが対象となります。

特別法人事業税額　＝　法人事業税の所得割額又は収入割額（税額）　×　特別法人事業税の税率

※令和4年4月1日以後終了する事業年度分より、特定卸供給事業を行う法人は上記表のとおり。

　県内の特定地域において一定の要件を満たす生産設備等を取得した場合には、申請していただくことによって、法人　事業
税及び不動産取得税の課税免除又は不均一課税を受けることができます。（法人事業税は３年） 申請は、当該生産設備等
を事業の用に供した日の属する事業年度に係る法人事業税の申告期限の日（２年目以降は各事業年度に係る法人事業税
の申告期限の日）までに行う必要があります。詳しくは長崎振興局税務部へお問い合わせください。

１． ２以上の都道府県において事務所又は事業所を設けて事業を行う法人は、課税標準の総額を関係都道府県に分割
して申告納付することとなります。
なお、この分割に用いる基準（分割基準）のうち、法人事業税の分割基準については、次のとおりです。

事　　　業 分　割　基　準 事　　　業 分　割　基　準

非
製
造
業

銀行 ・ 証券 ・ 保険業
運   輸  ・ 通  信  業
卸   売  ・ 小  売  業
ｻｰﾋﾞｽ業 ・ 建 設 業 等

課税標準の１／２：事業所等の数

ガス供給業
倉 　庫 　業

事 業 所 等 の 固 定 資 産 の 価 額

課税標準の１／２： 従業者の数

鉄 道 事 業
軌 道 事 業

軌道の延長キロメートル
発電事業等

特定卸供給事業

課税標準の３／４： 事業所等の固定資産で発電
所の用に供するものの価額

課税標準の１／４： 事業所等の固定資産の価額

電
気
供
給
業

小売電気事業等
  課税標準の１／２：事業所等の数
  課税標準の１／２： 従業者の数

製　　造　　業
 従業者の数

 （資本金１億円以上の法人は
　 工場の従業者数を１．５倍）

一般送配電事業
送電事業
配電事業

特定送配電事業

課税標準の３／４： 発電所に接続する電線路の
電力の容量

課税標準の１／４： 事業所等の固定資産の価額

※令和4年4月1日以後終了する事業年度分より、配電事業及び特定卸供給事業を行う法人は上記表のとおり。

２． 期限内に申告納付がないときは、加算金及び延滞金が徴収されます。

３． 災害等のために決算が確定せず期限内に申告納付ができないときや、定款等の定め又は特別な事情により事業年度
終了の日から２月以内に定時総会が招集されない常況にあると認められるときは、定められた期限までに申告期限の
延長申請をする必要があります。

４． 資本金、事業年度、所在地等の変更をした場合は、1月以内に長崎振興局税務部に届け出てください。

法人事業税収入割額

下記以外の収入金額課税対象法人 ３０．０

小売電気事業等・発電事業等・特定卸供給事業を行う法人 ３０．０ ４０．０

特定ガス供給業を行う法人 ３０．０ ６２．５

課税標準の区分 法人の種類

税率（％）
R１．１０．１以後

開始事業年度分
R２．４．１以後

開始事業年度分
R４．４．１以後

開始事業年度分

法人事業税所得割額

外形標準課税法人以外の普通法人等 ３７．０

特別法人 ３４．５

外形標準課税法人（資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人） ２６０．０


